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ジャパン・レジリエンス・アワード各賞を受賞された皆さま、誠におめでとうご

ざいます。

常に自然災害の脅威にさらされているわが国にとって、被害を最小化する国土強

靱化の取り組みは極めて重要です。その重要性に鑑み、今年度のアワードから内

閣総理大臣賞を創設することといたしました。

元旦に発生した能登半島地震では、半島という地理的制約のため、これまでの災

害対応と比較し困難な状況もありました。そうした中、ドローン、循環型シャ

ワー、循環型トイレ、トレーラー、可搬式浄水装置などの新技術が初動対応、応急

対応に貢献した事例が見られ、平時から災害時に活用できる新技術、新製品の開

発促進の重要性を再確認いたしました。

応募いただいた多くのすばらしい取り組みの中から、栄えある初代内閣総理大

臣賞は、全国災害ボランティア支援団体ネットワークに授与することといたし

ました。

同団体は、わが国で唯一の全国的な災害中間支援組織として、災害時の連携コー

ディネーション活動に取り組んでおられます。被災者支援の「もれ・むら」をな

くし、全国の災害現場でボランティア団体等と被災者、被災地を効果的につなぐ

取り組みを展開されてきました。

能登半島地震でも活躍され、私自身、２月に穴水町の避難所で栗田代表とお会い

し、ボランティア活動に大きな力を発揮している姿を拝見し、大変心強く思った

次第であります。

政府としても、強く、しなやかな国民生活の実現に向け、本日受賞された先進的

な企業・団体の皆さまと連携しながら、オールジャパンで新技術・デジタルの導

入、活用を積極的に進め、防災・減災、国土強靱化施策の高度化を図ってまいり

ます。

本アワードを継続的に開催し、国土強靱化に貢献されてきたレジリエンスジャ

パン推進協議会の皆さまのご努力に心から感謝いたしますとともに、本日ご参

加いただいた皆さまのご活躍、そしてご健勝を心からご祈念申し上げ、私からの

あいさつとさせていただきます。
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［内閣総理大臣賞］創設記念スピーチ
強く、しなやかな国民生活の実現を

衆議院議員（広島県第1区選
出）。1993年に初当選以来、
連続10期。内閣府特命担当
大臣、外務大臣、防衛大臣な
どを歴任し、2017年より自民
党政務調査会長、2021年に
自民党総裁に選出され、第
100代・101代内閣総理大臣
（現職）を務める。

オールジャパンで 
国土強

きょう
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化施策の高度化を図る

特別巻頭記念1010thジャパン・レジリエンス・アワード
［第10回 ジャパン・レジリエンス・アワード 強靱化大賞 記念誌］より



04 05記念スピーチ

［国土強靱化担当大臣賞］創設記念スピーチ
災害対応は国土を守る喫緊の課題

まずは、本年１月１日に発生した能登半島地震によってお亡くなりになられた

方々の御冥福を心からお祈りいたしますとともに、被災された全ての方々に心

からお見舞いを申し上げます。内閣総理大臣賞を受賞された全国災害ボランティ

ア支援団体ネットワークさまの多大なご支援、ご協力には、防災担当大臣を拝命

している私からも、心より感謝申し上げます。

さて、ジャパン・レジリエンス・アワードでは、内閣総理大臣賞と併せて国土強

靱化担当大臣賞を創設いたしました。優れた取り組みへの表彰で民間の機運醸

成に貢献してきた本アワードにおいて、このような賞を授与させていただける

ことを大変意義深く感じています。この賞が、民間の取り組みのさらなる促進に

つながることを期待しております。

今回、国土強靱化担当大臣賞に選ばせていただいたのは、感震ブレーカーとブ

レーカー作動後も消えない電球の開発・普及にともに取り組まれている株式会

社エコミナミさま、日本防災スキーム株式会社さまです。両社が力を合わせ、創

意工夫に富んだ画期的な製品を発明してくださいました。

また、国土強靱化地域計画賞を受賞された熊本県八代市は、令和２年７月の豪雨

災害の経験を教訓にし、市長の強いリーダーシップの下、地域計画をより実効性

の高いものに見直されました。

気候変動の影響により、豪雨災害への備えも喫緊の課題です。八代市の地域計画

は、他の地方公共団体の地域計画の見直しにおいても、大変参考になる事例であ

ります。

切迫する大規模地震、激甚化・頻発化する気象災害に対応するため、今後とも、

国・地方・民間が一体となり、国土強靱化の取り組みをさらに加速させ、災害に

屈しない強靱な国土づくりを進めてまいりたいと考えています。

お集まりいただいた皆さまには、これまでの取り組みに御礼申し上げますとと

もに、引き続きのご協力をお願いいたします。
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参議院議員（熊本選挙区選
出）。2004年に初当選以来、
連続4期。参議院議院運営委
員会委員長、自民党総務会長
代理を歴任し、2023年より国
家公安委員会委員長、国土強
靱化担当大臣、内閣府特命担
当大臣（防災担当）を務める。

官民一体で 
災害に屈しない強靱な国土づくりを

特別巻頭記念1010thジャパン・レジリエンス・アワード
［第10回 ジャパン・レジリエンス・アワード 強靱化大賞 記念誌］より
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「ジャパン・レジリエンス・アワード(強靱化大賞)」は、2014年に創設されて以来、
全国で展開されているレジリエンス社会構築への取り組みを発掘・評価・表彰してき

ました。2017年には、国土強靱化地域計画の策定に工夫して取り組み、地域のレジリエ
ンスを推進している先導的自治体を表彰する部門賞「国土強靱化地域計画賞」を、2021年には、感染症対策
に資する先進的な取り組みを表彰する部門賞「STOP感染症大賞」を創設しました。そして第10回を迎えた
2024年、政府の国土強靱化推進本部（本部長：内閣総理大臣）では、民間の取り組み等をさらに促進するた
めに、功績のあった企業や団体を本部長（内閣総理大臣）、副本部長（国土強靱化担当大臣）が表彰することと
し、「内閣総理大臣賞」「国土強靱化担当大臣賞」が新たに創設され、岸田文雄内閣総理大臣、松村祥史国土強
靱化担当大臣出席のもと、表彰式を執り行いました。

ジャパン・レジリエンス・アワードとは
強靱な国づくり、人づくり、産業づくりに取り組む
皆さまを評価・表彰する制度です。

記念創設1010thジャパン・レジリエンス・アワード

予期せぬ災害から人々の暮らしを守るため、技術開発に協同で取り組む株式会社エコミナミと日本防災スキー
ムが、第10回ジャパン・レジリエンス・アワード「国土強靱化担当大臣賞」に輝きました。2024年4月23日に開
催された表彰式（会場：イイノホール&カンファレンスセンター／東京都千代田区）では、松村祥史国土強靱化
担当大臣より表彰状と盾を授与し、両社の功績を称えました。

株式会社エコミナミ
日本防災スキーム株式会社

国土強靱化担当大臣賞国土強靱化担当大臣賞初代
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大地震時の大規模火災を防止する感震ブレーカー「瞬断」

差し込み、アース線を接続するだけで設置は完了する。震度５強以上の地震を検知し、商用電Ｌ（非接地側）か
ら基板内抵抗を通してＥ（アース側）へ信号を流す。漏電ブレーカーがその信号を検知し、家中の電気を遮断す
る。瞬断を一度取り付ければメンテナンスは一切不要というのも特筆したいポイントだ。

各地の自治体が瞬断に注目
首都直下地震の発生リスクが高まっているが、東京都は感震ブレーカーの普及率が50％にまでアップすれば、
大地震時の火災発生件数は10分の１程度にまで減少すると試算する。そうなれば消防庁の能力で消火しきれ
るため、延焼による大規模火災を防ぐことができるという。100年前の関東大震災では火災旋風が多くの犠牲
者を出している。こうした二次災害、三次災害による被害拡大を防ぐためにも、感震ブレーカーの普及は喫緊の
課題だといえる。
ところで、同社はこれまで住宅の遠赤外線床暖房や風のないエアコンなどの製品を開発してきたが、激甚災害
の増加やコロナ禍を経て、「快適な住まいは安全・安心が担保されて初めて成立する」と気付いたという。そこ
で防災事業に進出しようと経済産業省の事業再構築補助金にエントリーして採択され、感震ブレーカーの開発
をスタート。約１年半をかけ瞬断を完成させた。
2023年４月の発売以来、自治体を中心に販売してきた。同年８月には東京都の出火防止対策促進事業で14万
台、江戸川区の感震ブレーカー配布事業で７万5000台（同社OEM製品）を納入しているほか、他の自治体か
らもオファーが続く躍進ぶりを見せる。
住宅１軒につき瞬断を１台設置するだけで地震による電気火災が防げる。他社の追随を許さない堅ろう性、正
確性、簡易性はユーザーにはとても魅力的で、第10回ジャパン・レジリエンス・アワードで国土強靱化担当大
臣賞に輝いたこともうなずける。その一方で、メーカーの立場では買い替えニーズが期待できないともいえそう
だ。この点について開発責任者は「日本には5000万軒の住宅ストックがあります。この市場をしっかりサポート
し、高品質の製品を安定供給することで普及をスピードアップさせ、地震時の火災防止に貢献していきます」と
答えてくれた。
同社は今後も研究開発を続け、この分野のトップメーカーを目指す方針だ。

国土強靱化担当大臣賞

代表取締役 佐藤央｜健康・環境・省エネに配慮した快適な暮らしの創造と普及を経営理念としており
ます。今後の社会が向かっていく動向を読み取り、そしてお客さまからのご意見などを基に、社員ととも
にさらなる製品・サービスの開発、製造、普及活動を行ってまいります。
■株式会社エコミナミ
〒206-0802 東京都稲城市東長沼349-1 
E-mail: info@ecominami.jp　https://shundan.jp/

堅ろう性・正確性・簡易性を実現した感震ブレーカー

　株式会社エコミナミ

大地震に伴う大規模火災の発生を防ぐ感震ブレーカー。しかし国や自治体、防災関係者の期待をよそに、これ
までの普及速度は遅 と々していた。この状況を一気に改善し得る製品が誕生した。「瞬断」を紹介する。

地震時の大規模火災を防げ
大地震の後に大規模な火災が発生することは知られているが、その約６割が電気火災であることをご存じだろ
うか。
地震が引き起こす電気火災とは、地震の揺れに伴う電気機器からの出火や、停電が復旧したときに発生する火
災のことをいう。東日本大震災では本震による火災が111件発生した。原因が特定できたものは108件で、その
うち54％が電気火災だったという。また、いつ起こっても不思議のない首都直下地震では、電気火災が８割を
占めるとの想定もある。
電気火災を防ぐ有効な手立てに、「感震ブレーカー」がある。地震発生時に設定値以上の揺れを感知すれば、ブ
レーカーやコンセントなどの電気を自動的に止めてくれる器具で、不在時の大地震や、ブレーカーを切る余裕
のない避難などのケースでも活躍してくれる。
日本の国土面積は世界の0.29％に過ぎないが、マグニチュード６以上
の地震の18.5％が日本で発生している。単位面積で考えると平均値
の実に64倍もの発生リスクを抱えているのだ。政府は災害に強い国を
つくろうと国土強

きょうじん

靱化基本計画および国土強靱化年次計画を推進し
ており、地震による電気火災を防止するため、やはり感震ブレーカー
の普及を掲げている。
前置きが長くなったが、これまでなかなか進まなかった感震ブレー
カーの普及に弾みをつける画期的な製品が現われた。それが、株式会
社エコミナミが開発した「瞬断」だ。

キーテクノロジーは「振り子」
感震ブレーカーには分電盤タイプやコンセントタイプなどの種類があるが、同社は従来型の製品は価格が高
く、取り付け費用もかかることが普及率が上がらない一番の理由だと考えた。

瞬断は、誰にでも簡単に設置でき、正確な作動と、容易には壊れない
堅ろう性を併せ持つ、従来にない先進的な感震ブレーカーである。感
震センサーには同社の創業者が開発した「振り子」の特許が使われ
ており、多くの競合製品がクリアできていなかった課題をまとめて解
決してしまった。
「振り子は振れた分だけ動きます。必ず動きます。壊れることはまずあ
りません。いつ起こるか分からない地震にも、確実に作動して守ってく
れるのでとても安心です」と開発責任者は胸を張る。
トイレ、洗濯機置き場、キッチンなどにある、アース付きコンセントに

感震ブレーカー「瞬断」

「瞬断」の設置方法 取り付けはとても簡単で、誰にでもできる

製品裏面の両面テープの剥離紙を剥がす 製品をコンセントに差し込む アース線を接続して取り付け完了

揺れを感知し、漏電ブレーカーに信号を流す

商
用
電
Ｌ（
非
接
地
側
）

漏電ブレーカー

Ｅ（
ア
ー
ス
側
）

信
号

1 2 3

https://shundan.jp/
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停電しても消えることなく点灯し続ける。そんな照明が住宅や店舗、施設に備わっていれば、どれだけ心強いだ
ろうか。それをかなえる、平時にも有事にも活躍する画期的なLED電球が誕生した。

「停電すれば暗くなる」は当たり前か？
「夜間に停電すれば暗くなる」。これは半ば当然のこととして多くの人が
受け入れているのではないだろうか。しかし、この常識を覆す製品が
誕生した。それが停電しても消えない電球「いつでもランプtsuita」だ。
開発したのは日本防災スキーム株式会社で、同社は「“ない”という常
識に“ありますよ”を提案する」をモットーに、平時にも有事にも役立つ
「フェーズフリー」の商品企画を進めている。バッテリーを内蔵する
tsuitaは、まさにフェーズフリーで、停電時だけでなく、日常使いがで
きる高性能なLED電球としての仕上がりを見せる。懐中電灯やスマー

トフォン内蔵のライトなど、バッテリー給電による照明自体は以前からあるが、tsuitaはふだんの生活で室内を
照らしている電球なのだ。
ところで日本は先進国の中でも停電が少ない国として知られているが、災害大国である。地震のほか、頻発化・
激甚化の傾向が著しい風水害の心配を常に抱えており、実際、大型台風などによる広範囲で長期間の停電がた
びたび発生している。
2018年９月の平成30年台風第21号では、関西地方を中心に約240万戸が停電し、復旧に約２週間を要してい
る。同年同月に和歌山県に上陸した平成30年台風第24号は、東日本から北日本を縦断するように移動したた
め、全国の広い範囲で１週間にわたり約180万戸が停電した。
また、同年に発生した平成30年北海道胆振東部地震はブラックアウトを引き起こし、２日間にわたって約295
万戸、北海道全域が停電する異例の事態を招いた。地震による直接の被害がなかった地域でも、数日におよぶ
停電はあり得ることを示す震災となった。
翌2019年、千葉県など関東地方の被害が大きかった令和元年房総半島台風（台風第15号）でも、２週間以上
にわたり約93万戸が停電している。
こうした天災のほかにも、配電設備の故障や事故を原因とする停電はもちろんあり、停電の頻度や復旧に要す
る時間は増加傾向にある。

平時と有事をともに重視して開発
停電でも消えない電球は、このような背景を
見据えて企画された。平時には交流電源を使
い、万が一の停電時にのみ直流のバッテリー
に自動で切り替え、約６時間点灯を続ける。
同社が保有するこの特許技術が、市場におけ
るtsuitaの価値を確固たるものにした。

停電を克服。フェーズフリーなLED電球
停電しても消えない電球「いつでもランプtsuita」

　日本防災スキーム株式会社

バッテリーは普段点灯しているだけで充電されるので、気を使う必要はない。製品の見た目は一般的なLED電
球と変わりがなく、知らされない限り、バッテリーを内蔵していると分かる人はおそらくいないだろう。
LED電球としての完成度は申し分ない。経済産業省のトップランナー基準である110lm/Wをクリアする省エ
ネ性能を誇る。さらに、停電時にはソケットから取り外して懐中電灯のように手持ちで使うことも可能だ。
構想から２年。tsuitaが初めて公開されたのは、2021年12月22日で、それはクラウドファンディングサイト上
だった。2022年２月末までにサポーター565人が約2500個を購入してくれたという。同年10月には本社を置
く稲城市のふるさと納税の返礼品として受け付けが開始され、わずか１カ月間で年間寄付額１位を記録した。
それ以降は家電量販店やテレビショッピングなどで本格的に販売を開始。メディアでも画期的な製品として取
り上げられ、またSNSでのクチコミも広がり、すでに15万個（2023年12月現在）を超えるtsuitaが社会に広
がっている。

人生の大半は日常
東日本大震災から１年がたった2012年３月、同社代表
取締役の佐藤央氏は、有志とともに宮城県東松島市の
仮設集会所に入り、ボランティア活動をしていた。そこ
で明かりの重要性を実感したという。
「太陽の光が差す昼間の被災地は、少しずつですが日常
を取り戻しつつあるかのように見えました。しかし、日が
沈み光を失うと、そこはまるで別世界で、日常と同じよ
うに明かりを提供できないかと思いました。これが
tsuitaを着想した根幹です」（佐藤氏）
実際に長期停電を経験したtsuitaのユーザーからは、
同社に喜びの声が殺到しており、社員たちは世の中の
役に立つことの素晴らしさをかみしめている。
介護施設など、BCP（事業継続計画）策定が義務付けら
れた施設が増えているが、いざというときの電力を確保
する蓄電池設置には高額な費用が必要だ。LED電球は
単体の消費電力が小さいため軽視されがちだが、実は
施設全体の電力消費の約半分を照明が占めている。停
電時の照明をスタンドアローンで対策すれば、災害時に
命を守る視界を容易に確保できる。
「停電＝暗くなる」というこれまでの常識をtsuitaは変
えた。販売拡大が続く大ヒットの裏には、非日常や有事
がテーマの防災製品であっても、「人生の大半は日常」
を合言葉に、平時にも役立つ製品を生み出そうとする同社のポリシーがあった。

国土強靱化担当大臣賞

代表取締役 佐藤央｜人生の大半は日常であることから、当社の防災製品も「フェーズフリー」を意識し
て製品開発を行っております。「tsuitaシリーズ」をはじめ、さらなる新製品とともに日本のレジリエンス
強化の一太刀となれるよう精進してまいります！
■日本防災スキーム株式会社
〒206-0802 東京都稲城市東長沼568-11 HPビル2階 
E-mail: support@nbss.co.jp　https://nbss.co.jp/　

フェーズフリーの発想が生んだLED電球「tsuita」

2022年３月16日、首都圏210万世帯が停電した日の実際の写真。
tsuitaのある住戸は明かりがともっている

通常時660lm・停電時200lmの明かりを提供

停電しても約６時間点灯し続ける ソケットから取り外し手に持つだけで点灯

https://nbss.co.jp/
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■代表取締役 佐藤 央

■本社・事業部 〒206-0802 
東京都稲城市東長沼349-1 
TEL 042-378-5222 
FAX  042-378-3040 
◎長府多摩サービス 
TEL 042-378-1113 
◎多摩サービスバイザー 
TEL 042-379-1994 
◎ミナミヒーティングプラン 
TEL 042-379-6333

■ウェブサイト https://www.ecominami.jp/

■業種・事業内容 遠赤外線床暖房「ゆかだんパオ」、
輻射冷暖房システム「ラジアン」、
感震ブレーカー「瞬断」他、 
健康・環境・省エネに配慮した製
品の開発・製造・販売、長府製作
所製品をはじめとする住宅設備の
販売・施工、総合リフォーム、 
アフターサービス等

■設立 1987年６月１日

■資本金 １億円（資本性ローン含む）

■納品実績・取扱先 東京都 
文部科学省 
株式会社長府製作所 
住友不動産株式会社 
大和ハウス工業株式会社 
ミサワホーム株式会社 
ホームテック株式会社 
株式会社フレッシュハウス 
日本電子株式会社 
リボンガス株式会社

■OEM業務提携 日本防災スキーム株式会社 
株式会社長府製作所 
積水化学工業株式会社

■許認可 建設業の許可 
（管工事東京都NO.126032号）

■代表取締役 佐藤 央

■所在地 〒206-0802 
東京都稲城市東長沼568-11 
HPビル2F

■ウェブサイト https://nbss.co.jp/

■業種・事業内容 停電時用照明器具の開発・製造・
販売・設置、 
感震ブレーカーの開発・製造・販
売・設置、 
災害、防災、減災に関する講演お
よび啓蒙活動、 
他、災害対策に配慮した製品の開
発・製造・販売

■設立 2022年６月１日

■資本金 300万円

■納品実績・取扱先 東京都、江戸川区、中央区、 
江東区、名古屋市、防衛省 
日本テレビ、読売テレビ、 
関西テレビ、東海テレビ、 
静岡朝日テレビ 
QVCジャパン、ディノス、 
セシール、カタログハウス、 
ビックカメラ、ロフト、ハンズ 他

会社概要

株式会社エコミナミ

日本防災スキーム株式会社

発行者／一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会
〒101-0041 東京都千代田神田須田町1丁目26 芝信神田ビル6階　TEL 03-6712-5197　https://www.resilience-jp.biz/

https://www.ecominami.jp/
https://nbss.co.jp/
https://www.resilience-jp.biz/

